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震災時における災害拠点病院の連携を支援する

道路網整備に関する研究

Study on the Equipment ofRoad Network 

for Cooperation of the Key Disaster Hospitals at Earthquake Disaster 

乗京和生ぺ 小池則満**

Kazuo NORIKYO， Norimitsu KOIKE 

Abstract Key disaster hospitals have been established throughout Japan. There exist many 

unclear points regarding the kind of cooperation that should be offered in an 

earthquake disaster. As the cooperation among the key disaster hospitals may depend 

on the f10w of injured persons，託 isimportant to forecast this f10w of i吋町edpersons. 

In the present study， we applied sociome仕Yto show the simple f10w of injured persons. 

We examined about the equipment of emergency road network to仕ansportinjured 

persons securely. Thus， we confmned importance of high standard road network 

against wide area f1ow. 

1 はじめに

わが国では阪神・淡路大震災が発生した後、災害医療

の重要性が改めて認識され、 1996年に厚生省健康政策局

長より各都道府県知事に対して出された通達1)を根拠に、

都道府県で災害拠点病院の整備が進められている。災害

拠点、病院には災害発生時に地域の病院を支援する役割が

あるが、それらの置かれる状況、また災害拠点病院聞の

連携の状況は、震災時に発生する負傷者の動きに大きく

左右されると予想される。また、震災発生時に重要な輸

送路となる緊急輸送道路は、負傷者搬送や災害拠点病院

聞の連携が円滑になされるために、十分な震災対策整備

が必要であると考えられる。

2.研究目的

大地震の被災地では地震発生直後、建物の下敷きにな

る、落下物に当たる、骨折、火事による火傷などで負傷

者が大量に発生する。被災地には全国各地から応援が駆

けつけ、消防による消火活動、警察と自衛隊による人命

救助が行われる。しかし、阪神・淡路大震災に係る自衛

* 愛知工業大学大学院建設システム工学専攻

村愛知工業大学工学部土木工学科

隊災害派遣は、自衛隊の発足以来最大規模となったが、

地方公共団体が被災状況を把握するのが困難で、自衛隊

に対する災害派遣要請が遅延し、自衛隊の医療救援をは

じめ災害派遣活動が迅速に行えなかった 2)。さらに、初

期段階に救助にあたる人数には限りがあるため、人命救

助は主に地域住民が自ら行うことになる。阪神・淡路大

震災において救出された人は、家族・隣人によるものが

最も多いとされている 3)。その結果、一般の人々による

負傷者搬送が行われ、負傷者の搬送状況は複雑なものに

なると予想される。

多数の負傷者を受け入れることになる病院にとって、

負傷者の動きは各病院が置かれる状況、また病院聞の連

携の状況を大きく左右するものとなることから、その予

測は重要であると考えられる。

災害時の人の行動に関する研究では主として、火災や

事故、水害や地震による津波など局地的な災害における

人々の避難行動の把握や搬送計画についての提言を行っ

ており 4)5)、地震など広域的な被害が予想される災害に

おいて負傷者の流れがどのようになるかは具体的には論

じられていない。また、震災発生時において確実に通行

できる道路としては緊急輸送道路の他に想定できないが、

仮に一般車両が緊急輸送道路を通行した場合、被災地や

その周辺道路では大渋滞が発生する恐れがある。あらか

じめ道路ごとにどれだけの車両が利用するかを把握して
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おくことが、円滑かっ効率的な災害時の輸送・搬送活動

を行うために重要となると考えられる。さらに、震災に

よって通行不可能になるなど道路に影響が及ぶ恐れがあ

ることから、震災対策整備を行う際の優先度を定めてお

く必要もある。

そこで本研究では、社会調査の分析手法のひとつであ

るソシオメトリーを用いて、流動の状況を単純化したモ

デルで予測することにより、マクロ的な視点から震災時

の負傷者流動について考察する。その結果をもとに道路

の利用状況を予測し、震災時の医療・搬送計画に対して

基礎的データを構築するとともに、災害拠点、病院の連携

を支援する道路網整備について提言を行うことを目的と

する。

3. 研究の流れ

本研究の流れを図-1に示す。まず、研究対象地域に

おける医療に関する人の動向がわかるデータを用意する。

そのデータをもとにして、複数の災害シナリオについて

ソシオメトリーによる集団構造分析を行って、研究対象

地域内の負傷者流動に関する集団構成、交流の状況を求

める。得られた結果より、負傷者の受入れ可否判定、緊

急輸送道路の利用状況予測を行い、道路網の震災対策整

備や震災時の搬送計画について考察する。なお、研究対

象地域とじて愛知県を取り上げる。

対象地域における医療に関する人の動向データ

設定した災害シナリオにおける負傷者移動状況の把握

ソシオメトリーによる集団構造分析

負傷者流動を地図上に図示

緊急輸送道路の利用状況予測

図 1 本研究の流れ

4. ソシオメトリーによる負信者流動分析

4圃 1 負傷者流動データの構築

ソシオメトリーとは、様々な社会現象を数量的に測

定・記述する手法のひとつであり、集団の構成を分析す

ることに用いられる 6)。分析結果を「ソシオグラム」と

いう方法によって図示すると、簡単に集団構造が表現さ

れ直感的に特性の把握ができるという長所があり、建築

計画の分野では病院における病室の分け方と患者の人間

関係や、集合住宅団地における居住者の交流の分析に応

用されてきた 7)。このソシオメトリーを用いて、震災時

の各地域聞の負傷者流動をマクロ的に把握できれば、災

害時の搬送計画策定に際して有用なデータになると期待

される。

なお、本研究では二次医療(入院医療)圏または市町

村をひとつの地域構成単位(以下、「単位地域J)とする。

これは、災害拠点病院のうち、地域災害医療センターが

二次医療圏に原則として lか所ずつ整備されていること、

医療に関する統計が二次医療圏別にまとめられているこ

となどが理由である。二次医療圏及び市町村の枠組みは、

2001年現在のものを使用する。

4・2 地域聞を移動する負傷者数の予測

震災時に負傷者が病院に向かう際、近い病院や普段通

っている病院の他に、認知度が高い病院を選ぶ傾向があ

り、病院の選択において影響を及ぼす要因のひとつとさ

れている 8)。したがって、当該単位地域で受け入れられ

なかった負傷者は、なじみのある他の単位地域へと向か

うものと考えられる。

そこで本研究では、二次医療圏(以下、「医療圏J)聞

の人の移動を表すものとして、平常時の一般病床の入院

患者動向 9) から、医療圏外に診療を受けに行っている人

の比率である医療圏聞の依存率を求めて地域間依存率

(表-1)とし、単位地域内で対応できなかった負傷者を

他の単位地域へ分配する際に用いる。地域間依存率を式

(1)より求める。

X， 

W，=一一ーとー・100
ゲ 100-毛

)
 

噌

E
i(
 

ここで、町 医療圏 Iから医療圏Jへの地域間依存率(%)

ん 医療圏 Iから医療圏lへの一般病床移動率(%)

巴:医療匿 Iにおける白地域依存率(%)

平常時の入院患者動向には、病院の魅力度やアクセス

交通などの地域状況による影響も入っていると考えられ

るため、医療圏聞の人の動向を示す基礎データに足ると

考える。

表-1 地域間依存率
単位%

負傷者住所地医療圏

医療圏
名古屋

海部 尾強 尾張 尾張 尾強 知書 西一河 百一河 車三河 東三湾
津島 中部 車部 商部 北部 半島 北部 南部 北部 南部

名古屋 -......_ 78.2 62.3 日1.0 50.8 56.3 54.7 24.6 26.4 6.01 33.3 

海部津島 6.6、、、 7.3 0.81 15.5 0.9 0.01 0.0 0.01 0.9 。。
2.5 2.4 、¥ 0.0 4.8 1.3 。。 。。 。。 0.01 0.0 

尾張東部 62.0 4.3 2.4 ........... 5.3 20.8 17.3 38.6 27.6 6.41 16.7 

尾強西部 2.5 10.5 9.0 0.4 ............ 16.5 0.3 0.4 0.6 0.01 2.1 

尾張北部 9.9 2.4 18.0 3.6 20.3 、¥ 1.6 2.5 1.1 0.01 4.2 

知事半島 5.8 0.7 。。 1.6 1.1 1.3 、¥ 2.1 4.6 0.91 2.1 

西河北部 3.3 0.0 0.1 5.3 0.5 0.9 1.6 、¥ 16.1 6.01 2.1 

西ニ河南部 3.3 0.2 0.1 6.1 1.1 0.9 20.8 29.8 ............ 6.41 20.8 

東一河北部 。。 0.01 0.1 日日 。。 0.01 0.0 0.01 0.6 、¥ 18.8 

東一河南部 4.1 1.2 0.5 1.2 0.5 1.3 3.6 2.11 23.0 73.4 ............ 
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ソシオメトリーによる集団構造の分析手法

集団構造分析の流れは図-2の通りであるが、ここで

は医療圏単位の分析における実際の計算過程を述べる。

想定東南海地震が発生 10) したと設定し、 a)地域内総移

動者数を用いた移動率により計算した場合について以下

に示す。なお、本研究では全ての災害シナリオについて、

冬の早朝 5時に発生した場合の想定を用いる。

4・4移動率の算出方法

4・3岡 1 医療圏を単位地域とした移動率

以下に示す式より医療圏 iから医療圏 jへの負傷者移

動率Pijを求めるが、分母に入れる数値を変更した以下の

2通りを考える。

a)地域内総移動者数を用いた移動率

一{N;-B;・(1-鳥/100)}'Wij /100 
Pij = 

2)~ 
;=1 

ここで、 N，:医療圏 Iで発生する負傷者数(人)

4・3

(2) 

〈主二二コ集団Gijl二おいてcij=1が一つでも
存在すれば Gij=1

r-ーーー曲ー白ーー--

⑨凝縮グラフ Dキ

(地図上に記入)

B， :医療圏 1内の病床数(床)

b， :医療圏 1の一般病床利用率(%)

n:対象地域内医療圏数

P， :医療圏 iから流出する負傷者数(人)

分母に対象地域全体の負傷者数を用いることで、式(2)

で算出される移動率的から得られる分析結果は対象地

域全体で見た中での移動の様子(流動図)を示すことに

なる。単に負傷者の移動数が多ければ「太い」流れとし

て表示することになるため、各医療圏をまたぐ負傷者数

の量的な関係を把握する際に有効と考えられる。

b)各医療圏総移動者数を用いた移動率

" 
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ソシオメトリーによる集団構造分析の流れ

(1) 隣接行列

隣接行列は、実際に交流のある地域聞の関係を表すも

のであり、求められた移動率(表-2)のうち採用する移

動率、今回の場合 2%以上を Uiから Ujへ「流れがある」

として 1、2%未満を 0としたものを行列A とする。 j行

1列 (i=j) として、行列A の列は Uiから Ujへの関係を

示している。

図-2

単位同

負傷者移動率(想定東南海地震)

負傷者住所地医療盤

医療盤
U， U， U， U， U， U， U， U， U， U" U" 

名古屋
海部 尾張 尾張 尾張 尾張 知多 西三河西三河束三河 束三河
津島 中部 軍部 西部 北部 半島 北部 南部 北部 南部

U， 名古屋 ~ 見事:95 2;21 0.00 主主06 0.00 10.0を 0.00 三持ご特 0.00 3;S5 

U，海部津島 .2;20 ~ 0.26 。o。 1.54 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

圏輯幽 U， 尾張中部 0.83 0.18 ~ 0.00 0.48 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

U， 尾張車部 一'20，制 0.33 0.09 ~ 0.53 0.00 3:t6. 0.00 ゴ;三;柵 。。。 1.18 

U， 尾張西部 0.83 0.80 0.32 0.00 ~ 0.00 0.06 目。。 0.10 0.00 0.22 

E 曜柑庖翠幽 U， 尾張北部 $30 0.18 0.64 0.00 日記。章 ~ 0.30 日00 0.19 0.00 0.44 

U， 知事半島 1.93 0.05 0.00 0.00 0.11 0.00 ~ 。o。。16 。。。 0.22 

U，酋ェ河北部 1.10 0.00 0.00 0.00 0.05 0.00 0.30 ~ も阜甜 。。。 0.22 

U，西z河南部 1.10 0.02 0.00 0.00 0.11 0.00 3J!1 。。。 "-... 0.00 ;2:22 

U，日:車ニ河北部 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.10 ~ 1.999 

U"車三河南部 1.38 0.09 0.02 0.00 0.05 0.00 0.66 。。。 aァ泣 日。00~ 
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分母に各医療閣の負傷者数を用いることで、式(3) で

算出される移動率的'は各地域の負傷者数に対する評価

となる。比較的規模の小さな医療圏の流動は、方法 a)

では絶対量が少ないために分析結果の中に現れにくいが、

本方法では Pij'の絶対量が小さくても当該医療匿におけ

る比率が高ければ強調される形になる。したがって、各

医療圏にとっての主要な依存先医療圏を把握することが

できる。

4.3・2 市町村を単位地域とした移動率

市町村単位で計算を行う場合、市町村内で対応できな

かった負傷者を当該市町村外へ分配する形をとる。負傷

者が流れ出す市町村が属する医療圏内にある他の市町村

へも負傷者を分配するため、医療圏単位の場合と異なり

一般病床移動率Xijにより分配する。例えば 1医療圏p町

からj医療圏q町への移動率Ppqは式(4)より求められる。

/-( S 

Ppq ={Np -B戸(l-b;/100)}・4・ず_q/L:凡
L:Bk h=l 

ここで、め:医療歯 tで発生する負傷者数(人)

Bp :p町の病床数(床)， Bq: q町の病床数(床)

m 医療圏J内市町村数

s:対象地域内市町村数

。，“表

(4) 

Ph : ;対象地域内h町から流出する負傷者数(人)
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(2)到達行列

Uiから Ujへパスがあれば Uiから Ujへ交流可能である

から、 rij=1、なければ ru=Oとして到達行列Rで表す。行

列記号式を式(6)に示す。

R=(I+A+A2+…+An)#=(l+A)明 (6)

式(6)に従って R を求めるには、 Rj=I+A，R2=(I+A)2#， 

…， Rk=(I+A)切=Rk+I=Rを計算する。ここで，1:単位行列、

#:ブール算法で、あり、この例の場合R=R2=R3となる。
U1 U2 U3 U4 Us Ue U7 Ua U9 UlO U11 

(7) 
一-R

 

図-3

図-3の碇縮グラフから、 11医療圏は 9集団に分けら

れ、負傷者流動は Gj~G3 に集中しており、 Gg については

流動がないことがわかる。

(3)連結行列

連結行列 Cは地域 iと地域 jが非連結ならば 0、一方

連結ならば 2、強連結ならば 3をj行 i列目に記入する

ことによって得られる。UiとUjどちらかに成分があれば、

行列記号によって式(8)で表される。

受入れ可否の判定方法

負傷者流動の分析結果については、図 3に示したよ

うに負傷者の動きが矢印で表現されるが、それら負傷者

の動きは受入れ先で受け入れてもらえるかどうかに関係

なく発生する。そこで実際に受入れ側医療圏が対応でき

るかどうか、つまりその矢印が有効かどうか確認するた

めに受入れ可否判定を行う。単位地域内で負傷者が発生

したとしても当該単位地域内で対応でき、他の単位地域

に依存しない白地域完結となった単位地域では病床が余

っており、その数に応じて負傷者を受け入れられると設

定する。また、受入れ順は単位地域間の直線距離の近い

箇所からとする。

5.負傷者流動の分析結果と受入れ可否判定

5園 1

(8) 

ここで、 R'はRの転置行列である。また、旬、乃tがと

もに 0ならば、 cu=Oとする。この連結行列により強連結

成分が得られ、 Uを並べ替えることによって地域集団 Gj

~Gg に分けられる。これに従って隣接行列A を並べ替え

たものを行列Bとする。

C=R+R'+l 

(9) 
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医療圏単位の分析結果と受入れ可否判定

医療圏単位については、 a)地域内総移動者数を用いた

移動率で、2%以上を採用し計算した結果より受入れ可否

判定を行う。

5・2ぺ 想定東海地震(図-4)

東三河北部医療圏・束三河南部医療圏(以下「医療圏」

省略)から尾張北部、尾張東部への流れは受入れ可能だ

が、名古屋への流れは受入れ不可能であるロしたがって、

尾張北部、尾張東部、またここでは流れが現れていない

が西三河北部へ向かえば、受入れが可能となると考えら

れる。知多半島は被災地でもある西三河南部に依存する

ことになり、受入れは難しい。この場合、知多半島の負

傷者を尾張東部や西三河北部へ誘導する必要がある。

5・2(10) 
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(4)凝縮行列、凝縮グラフ

行列Bより凝縮行列ぶを作ることができる。また、 Gi

から Gjに定向線が存在する場合、凝縮グラフrを描くこ

とができる。
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図-4 受入れ可否判定(想定東海地震)

5・2. 2 想定東海幽東南海地震連動(図-5)

県内で発生する負傷者の規模が大きいため、白地域完

結となる尾張東部、尾張北部でも、医療圏内の負傷者に

対応するため受入れ対応能力が多少低下する可能性があ

るが、受入れ地として重要な役割を持っと予想される。

名古屋は完全に被災地となるため、名古屋に依存してい

る海部津島、尾張西部の負傷者は隣接する三重県や岐阜

県に受け入れてもらう必要がある。

図-5 受入れ可否判定(想定東海・東南海地震連動)

5姐 2.3 養老ー桑名ー四日市断層帯(図-6)

唯一、負傷者が流れ出す結果となった海部津島から周

辺医療圏への流れがある。他の災害シナリオと比較して

矢印 l本当たりの移動人数が非常に少なく、県西部内で

負傷者に対応できる。したがって、この災害シナリオで

大きい被害が想定されている三重県や岐阜県方面からの

負傷者を受け入れる余裕がある。

得四一E 呈入札可
4一一一一部畳入れ可
4一一一呈入れ不可

量生貴揮者数 4{)40人

空き病床量計:8690床

帯勤者世計 1673人

病床不足量 7017底

図-6 受入れ可否判定(養老一桑名一四日市断層帯)

5. 3 市町村単位の分析結果と受入れ可否判定

想定東海地震を設定した場合の分析結果を図 7に示

す。市町村単位については 0.1%以上の移動率を採用し

計算した結果より受入れ可否判定を行う。医療圏単位の

分析結果(図-4)では把握できない医療圏内での負傷者

流動の様子もみることができる。

沿岸部を中心に 6つの市町村集団が形成されている。

被害が大きいと想定されている東三河地方での負傷者は

医療圏内での受入れは困難なため、分析結果にもあるよ

うに西三河南部や尾張東部への搬送が有効で、あると考え

られる。西三河南部で発生する負傷者はほぼ医療圏内で

対応できるが、集団⑥(刈谷市，碧南市)をはじめ医療

圏西部から岡崎市へ、西から東への流動が内部であるこ

とがわかる。名古屋市へ流れ込む負傷者も名古屋市内で

対応できると予想される。

市町村集団

ー一一一豊入れ不可
量生負傷者数 13010人

空き晴庫融計 4040床

移動者数計 2101人

病床不足数ー1939床

図一7 受入れ可否判定(市町村単位，想定東海地震)
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6. 緊急輸送道路の利用状況予測

6・1 予測方法

緊急輸送道路は本来、地震直後から発生する緊急輸送

を円滑かっ確実に実施するために、あらかじめ指定され

るものである 11)。緊急輸送道路を一般の人々による負傷

者搬送にも活用するという前提で、道路別にどれだけの

負傷者が通過するか、利用状況予測を医療圏境ごとに行

う。対象とする緊急輸送道路は第 l次緊急輸送道路とす

る。これは第 1次緊急輸送道路が広域的な緊急輸送を対

象とした道路網になっていること、また、大まかな利用

状況を把握するために予測を行う道路を絞ることが理由

である。

負傷者が移動するところ、またその人数については、

医療圏単位で a)地域内総移動者数を用いて分析した結

果より求められたものとする。負傷者は各市町村を出発

地とし、 i医療圏のp町から受入れ医療圏jへ移動する負

傷者数Ppjは式(12)より求める。

s 
Ppj =Pij・τ三 一

エSp
p~l 

(12) 

ここで、 Pij・医療圏 tから医療圏Jへ移動する負傷者数(人)

1 :医療圏 Iの市町村数

Sp :p町から流出する負傷者数(人)

選択する道路は、受入れ医療圏へ向かう緊急輸送道路

のうち役所・役場から最短距離のものとする。被災側医療

圏内の各市町村から受入れ医療圏までの経路が決まった

ら、式(12)より求めた負傷者が受入れ医療圏へ向かう際

に通過する緊急輸送道路について、医療圏をまたぐ箇所

ごとに通過負傷者数を算出する。それぞれの道路で通過

負傷者数が求まったら、医療圏をまたいで移動する負傷

者数合計に対する割合を式 (13)より求め負傷者通過率

Gとし、緊急輸送道路の利用状況をランク分けする際に

用いる。

C，.=ι100 
島 T

(13) 

ここで、 Rk:緊急輸送道路kを通過する負傷者数(人)

T:対象地域内移動者数(人)

ランク付けは表-3に示すように行う。医療圏集団内

の道路は双方向の負傷者移動が考えられるため、負傷者

通過率 10%以上の道路とともに最重要路線とする。

表 3 利用状況によるランク付け

6.2 予測結果とその考察

6.2イ 想定東海地震(表-4，図-8)

平常時より重要な路線となっている国道 1号、国道 23

号などで負傷者通過率が高くなっている。また、医療簡

をまたぐ道路が少ない箇所でも、他の道路に流れが分散

することがないため、通過率が高くなっていることがわ

かる(例:国道 155号(31))。集団を構成する東三河北部・

東三阿南部間にある国道 151号が最重要路線と考えられ

るが、広域的な流れについては 85人のみであることが表

-4よりわかる。

愛知県全体でみると、国道 151号(45)と負傷者通過率

が 10%以上となった 4本の緊急輸送道路を合わせた計 5

本が、震災対策整備の優先度が高い道路と考えられる。

表 4 利用状況予測結果(想定東海地震)

腫謡酋画面構覇瞳

~マ
y
r
/
 

負傷者通過当隣

国盟国 lQ~以よ
(最重要路線)

主主主::=::;:; 1%以よ10%朱満
(重要路線)

二三三二ご 1%朱議

図 8 利用状況予測結果(想定東海地震)
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6・2.2 想定東海・東南海地震連動(図-9)

図-9 利用状況予測結果(想定東海・東南海地震連動)

集団を構成する西三河南部・東三河南部間にある 3本

の最重要路線のうち、国道 1号(43)は負傷者通過率も高

くなっており、広域的な流れも多く通過することから、

並行して位置している東名高速(44)とともに万全の震災

対策が必要である。負傷者通過率によって最重要路線と

なった 4本の道路のうち、名古屋と尾張東部の境にある

国道 1号(24)と国道 23号(25)では、名古屋から尾張東部

へという西から東への流れが通過することになる。さら

に、知多半島、西三間南部・東三河南部からの流れも加

わって双方向の流れが発生するため、整備の優先度は高

いと考えられる。

6.2・3 養老一桑名一四日市断層帯(図-10)

負傷者通過率が高い道路の分布は県西部に収まってい

る。海部津島のみから負傷者が流れ出すため、負傷者は

各道路を南西から北東方向へ通過する。

図 10 利用状況予測結果(養老一桑名一四日市断層帯)

6 . 2・4 各災害シナリオの比較

各災害シナリオを、ランク付けされた道路数で比較し

たものが表-5であるが、被害が大きい災害シナリオほ

ど重要とされた道路数は多くなっている。この理由とし

ては、被害が大きい災害シナリオほど被害を受ける範囲

が広く、広域的な移動が多くなり、負傷者が複数の道路

を通過して受入れ医療圏へ向かうため、全体に負傷者通

過率が上昇するということが考えられる。また、被害を

受ける範囲が小さい災害シナリオほど、重要とされた道

路のうち最重要路線数が占める割合が高く、少数の道路

に負傷者が集中する傾向があることも読み取れる。

表 5 負傷者通過率によるランク付け道路数

6.3 通行不可能区聞を考慮した場合の予測結果

震災時に大きな被害を受けると想定されている地域で

は、落橋や崖崩れ等によって緊急輸送道路の機能が著し

く低下する恐れがある。そこで、被害想定の中で「緊急

輸送に大きな支障が発生すると想定される区間」とされ

ている部分が通行不可能になると設定した場合について

も利用状況を予測し、震災による道路への影響がない場

合との比較を行う。

6.3・1 想定東海地震(図 11) 

通過負傷者数が変化する道路は国道23号 (42)と国道l

号(43)の2本である。豊橋市と渥美半島の 3町から県西

部へ向かう負傷者が選択する道路が変わったため、国道

23号(42)の利用者が増加し、その分国道 l号(43)の利用

者が減少している。それによってこれら 2本の道路のラ

ンク付けも逆転している。

図-11 予測結果(想定東海地震，影響あり)
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6・3・2 想定東海置東南海地震連動(図-12)

通行不可能区間の影響により利用者がなくなる国道

22号(4，15)、県道 68号(14)、国道 1号(34)、国道 155

号(36)等の道路を利用していた負傷者が迂回し、主に国

道 1号(11)、国道 153号(23)、国道 248号(38)で利用者

が増加していることがわかる。

/ 

芯==集団肉のため最霊安

負傷者選過事

困層圏 10~単よ
(愚盆要路線〉

一一一三 "，以よ10%未満(重要a餓〉

ご二二ご 1%未満

図-12 予測結果(想定東海・東南海地震連動，影響あり)

7. まとめ

本研究では、ソシオメトリーを用いて震災時における

負傷者流動を把握し、その結果より受入れ可否判定、緊

急輸送道路の利用状況予測を行った。以下に本研究より

得られたことをまとめる。

(1)負傷者流動分析より、大規模な病院がある都市部へ

負傷者が流れる傾向が確認できたが、そのような地

域も被災地となり受入れが困難になる可能性がある

ことから、被災していない地域への誘導が重要とな

ってくることがわかった。

(2)緊急輸送道路の利用状況予測より、普段の社会活動

において重要となっている道路が震災時にも重要な

道路となることがわかった。更に震災による影響を

考慮した場合、通行不可能となった道路の代替とな

る緊急輸送道路で利用者が増加することが示された

ことにより、広域的な流動に対して幹線道路の整備

が重要であることを確認した。

8. 今後の研究課題

①本研究では、負傷者移動数を算出する際に各医療圏、

市町村の受入れ能力を空き病床数と統ーしたが、受入

れ能力は各病院が属する地域における人的・建物被害

の程度、医療救護チームの受入れ状況等により大きく

変わってくると考えられることから、その評価方法の

確立が必要である。

②緊急輸送道路の利用状況予測については、本研究では

第 l次緊急輸送道路のみを対象としたが、これは対象

地域全体でみた場合の大まかな利用状況でしかない。

市区町村単位の細かな人の動向がわかるデータを使用

し、市町村単位での分析の精度の向上を図った上で第

2次緊急輸送道路の利用も含めた細かい道路網を設定

して予測を行う必要がある。
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